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変更いたしました。 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商号 

 十六ＴＴ証券株式会社 

（注）平成 31 年 3 月 31 日現在、当社の商号は十六ＴＴ証券設立準備株式会社ですが、

平成 31 年 4 月 1 日、十六ＴＴ証券株式会社に商号変更いたしました。 

 

２．登録年月日（登録番号） 

 平成 31 年 3月 27日（東海財務局長（金商）第 188 号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1)会社の沿革 

（平成 31年 3月 31日現在） 

年  月 沿  革 

平成 30 年 4 月 会社設立（資本金 50 百万円） 

平成 31 年 3 月 金融商品取引業者として登録 

（注）営業開始日（令和元年 6月 3日）までの沿革を 15 ページに記載しております。 

 

(2)経営の組織 

（平成 31年 3月 31日現在） 

 当事業年度末において当社は開業前の準備会社であるため、取締役 3名及び監査役 1

名以外に従業員及び本部組織並びに営業組織を有しておりません。 

（注）営業開始日（令和元年 6 月 3 日）現在の組織図を 15 ページに記載しております。 

 

４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総

株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（平成 31年 3月 31日現在） 

氏名または名称 保有株式数 割合 

 

１．東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 

株 

100 

％ 

100.00 

計 １ 名 100 100.00 

（注）営業開始日（令和元年 6月 3日）現在の株主の名称並びにその株式の保有数及び 

議決権の数の割合を 16ページに記載しております。 
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５．役員の氏名又は名称 

（平成 31年 3月 31日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役 大蔵 康雄 有 非常勤 

取 締 役 加藤  守 無 非常勤 

取 締 役 平松  隆 無 非常勤 

監 査 役 田島 寛美 － 非常勤 

（注）平成 31年 4月 1日以降に変更のあった事項を 16ページに記載しております。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長

その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代

行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

（平成 31年 3月 31日現在） 

氏   名 役 職 名 

該当事項はありません。  

（注）開業前につき当該使用人を設置しておりません。なお、営業開始日（令和元年 6月

3日）現在の氏名及び役職を 16 ページに記載しております。 

 

７．業務の種別 

(1)金融商品取引業（法第 2条第 8項） 

業 務 の 種 別 

法第 2条第 8 項第 1号から第 3号、第 9号、第 13号、第 16号及び第 17 号に定める

行為又は業務 

 

(2)金融商品取引業に付随する業務（法第 35条第 1項） 

業 務 の 種 別 

① 有価証券の貸借業務 

② 法第 156 条の 24 第 1 項に規定する信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預り有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しく

は償還金の支払に係る代理業務 

⑦ 累積投資契約の締結業務 
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⑧ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑩ 通貨の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

⑪ 前各号のほか金融商品取引業に付随する行為 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（平成 31年 3月 31日現在） 

名   称 所 在 地 

本 店 〒500-8516 岐阜県岐阜市神田町八丁目 26番地 

（注）平成 31年 4月 1日以降に変更のあった事項を 17ページに記載しております。 

 

９．他に行っている事業の種類 

 当事業年度末現在において該当事項はありません。 

 （注）平成 31 年 4 月 1日以降に変更のあった事項を 17 ページに記載しております。 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

 当事業年度末現在において該当事項はありません。 

（注）平成 31年 4月 1日以降に変更のあった事項を 17ページに記載しております。 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

 当事業年度末現在において加入している金融商品取引業協会及び対象事業者となる認

定投資者保護団体はありません。 

（注）平成 31年 4月 1日以降に変更のあった事項を 17ページに記載しております。 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

 該当事項はありません。 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

 日本投資者保護基金  平成 31年 3月 27 日加入 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

 当事業年度は、平成 30 年 4 月 24 日会社設立より平成 31 年 3 月 31 日であり、当社は

当事業年度末において営業を開始しておりません。 

 当事業年度の業績の内訳につきましては、以下のとおりです。 

（受入手数料） 

 当事業年度は営業開始前であり、受入手数料を計上しておりません。 

（金融収支） 

 当事業年度は金融収益 0千円を計上いたしました。 

（販売費・一般管理費） 

 当事業年度の販売費・一般管理費は、4,968 千円となりました。主な内訳は、日本投資

者保護基金会員負担金 4,000 千円であります。 

（営業外費用） 

 会社設立に伴う費用 911 千円を雑損に計上いたしました。 

 

２．業務の状況を示す指標 

 当社は、平成 30 年 4 月 24 日に会社を設立し、平成 31 年 3 月 31 日現在営業を開始し

ておりません。したがいまして、「２．業務の状況を示す指標」は 3 事業年度分記載すべ

きところ、当事業年度のみの記載としております。 

 

(1)経営成績等の推移 

（単位：千円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 平成 31 年 3 月期 

資本金 － － 50,000 

発行済株式総数 － － 100 株 

営業収益 － － 0 

（受入手数料） － － － 

 （（委託手数料）） － － － 

 （（引受け・売出し・特定

投資家向け売付け勧誘等

の手数料）） 

－ － － 

（（募集・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の

取扱い手数料）） 

－ － － 

 （（その他の受入手数料）） － － － 

（トレーディング損益） － － － 

 （（株券等）） － － － 
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 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 平成 31 年 3 月期 

 （（債券等）） － － － 

 （（その他）） － － － 

純営業収益 － － 0 

経常損益 － － △5,893 

当期純損益 － － △6,063 

 

(2)有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移 

（単位：百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 平成 31 年 3 月期 

自 己 － － － 

委 託 － － － 

計 － － － 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの

状況 

（単位：千株・百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

平

成

29 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券   －           －       －   － 

特殊債券   －   －   －   －   －   －   － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他   －   －    －   －   －   －   － 

平

成

30 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券   －           －       －   － 

特殊債券   －   －   －   －   －   －   － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他   －   －    －   －   －   －   － 
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区   分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

平

成

31 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券   －           －       －   － 

特殊債券   －   －   －   －   －   －   － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他   －   －    －   －   －   －   － 

 

(3)その他業務の状況 

 当事業年度末現在において該当事項はありません。 

 

(4)自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 平成 31 年 3 月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
－ － 1,692.8％ 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
－ － 91 

リスク相当額（Ｂ） － － 5 

 

市場リスク相当額 － － 0 

取引先リスク相当額 － － 1 

基礎的リスク相当額 － － 4 

（注）平成 31年 3月期末は開業前であり、参考値として算出しております。 

 

(5)使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 平成 31 年 3 月期 

使用人 － － － 

（うち外務員） － － － 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 

 当社は、平成 30 年 4 月 24 日に会社を設立し、平成 31 年 3 月 31 日現在営業を開始し

ておりません。したがいまして、「Ⅲ．財産の状況に関する事項」は 2事業年度分記載す

べきところ、当事業年度のみの記載としております。 

 

１．経理の状況 

(1)貸借対照表 

（単位：千円） 

前事業年度
（－）

当事業年度
（平成31年3月31日現在）

流　　動　　資　　産 － 91,941

－ 91,941

－ －

－ －

－ －

信 用 取 引 貸 付 金 － －

信用取引借証券担保金 － －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

固　　定　　資　　産 － 2,165

－ 560

建 物 － －

器 具 備 品 － 560

リ ー ス 資 産 － －

土 地 － －

－ －

ソ フ ト ウ ェ ア － －

電 話 加 入 権 等 － －

－ 1,604

長 期 差 入 保 証 金 － －

長 期 前 払 費 用 － 1,604

資　　産　　合　　計 － 94,106

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資　産　の　部

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 収 益

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

預 託 金

約 定 見 返 勘 定

信 用 取 引 資 産

立 替 金

短 期 差 入 保 証 金

科目
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（単位：千円） 

前事業年度
（－）

当事業年度
（平成31年3月31日現在）

流　　動　　負　　債 － 169

－ －

信 用 取 引 借 入 金 － －

信用取引貸証券受入金 － －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ 169

－ －

－ －

－ －

固　　定　　負　　債 － －

－ －

特　別　法　上　の　準　備　金 － －

－ －

負　　債　　合　　計 － 169

株　　主　　資　　本 － 93,936

－ 50,000

－ 50,000

資 本 準 備 金 － 50,000

そ の 他 の 資 本 剰 余 金 － －

－ △6,063

繰 越 利 益 剰 余 金 － △6,063

純　　資　　産　　合　　計 － 93,936

負　債　・　純　資　産　合　計 － 94,106

負　債　の　部

科目

信 用 取 引 負 債

預 り 金

受 入 保 証 金

前 受 収 益

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

純　資　産　の　部

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

リ ー ス 債 務

金融商品取引責任準備金
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(2)損益計算書 

（単位：千円） 

前事業年度
（－）

当事業年度
自　平成30年4月24日
至　平成31年3月31日

営　業　収　益 － 0

－ －

委 託 手 数 料 － －

募集・売出し・特定投資家向け売
付 け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料

－ －

そ の 他 の 受 入 手 数 料 － －

－ －

－ 0

金　融　費　用 － －

純　営　業　収　益 － 0

販売費・一般管理費 － 4,968

－ 4,113

－ －

－ 75

－ 120

－ 256

－ 362

－ 39

営　業　損　益 － △4,967

営　業　外　収　益 － －

営　業　外　費　用 － 926

税引前当期純損益 － △5,893

法人税、住民税及び事業税 － 169

法人税等調整額 － －

当　期　純　損　益 － △6,063

そ の 他

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

科目

受 入 手 数 料

金 融 収 益

租 税 公 課

取 引 関 係 費

人 件 費

不 動 産 関 係 費

事 務 費

減 価 償 却 費
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(3)株主資本等変動計算書 

（平成 30年 4 月 24 日～平成 31年 3月 31 日）     （単位：千円） 

評価・換算差額等

その他の 資本剰余金 利益剰余金

資本剰余金 合　　計 任意積立金 繰越利益剰余金 合　　計

新 株 の 発 行 50,000 50,000 50,000 0 100,000 100,000

利 益 準 備 金 の 積 立 0 0 0 0

利 益 準 備 金 の 取 崩 0 0 0 0

別 途 積 立 金 の 積 立 0 0 0 0

別 途 積 立 金 の 取 崩 0 0 0 0

剰 余 金 の 配 当 0 0 0 0

役 員 賞 与 0 0 0 0

当 期 純 利 益 0 △ 6,063 △ 6,063 △ 6,063 △ 6,063

株主資本以外の項目の当

期中の変動額(純額）
0 0 0 0

50,000 50,000 0 50,000 0 0 △ 6,063 △ 6,063 93,936 0 93,936

50,000 50,000 0 50,000 0 0 △ 6,063 △ 6,063 93,936 0 93,936

当 期 中 の 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

株　　　主　　　資　　　本

純資産合計
資　本　金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

前 期 末 残 高

当 期 中 の 変 動 額

 

 

(4)注記事項 

 当社の財務諸表は、「会社計算規則」（平成 18年 2 月 7日法務省令第 13号）、並びに同

規則第 118 条第 1 項に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6

日内閣府令第 52 号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月

14 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

［財務諸表に係る個別注記表］ 

当事業年度（自 平成 30年 4月 24 日 至 平成 31 年 3月 31 日） 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  該当事項はありません。 

２．固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産（器具備品）の減価償却は定率法を採用し、耐用年数は５年とし

ております。 

３．引当金の計上基準 

  該当事項はありません。 

４．収益及び費用の計上基準 

  該当事項はありません。 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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【会計方針の変更に関する注記】 

 該当事項はありません。 

【表示方法の変更に関する注記】 

 該当事項はありません。 

【誤謬の訂正に関する注記】 

 該当事項はありません。 

【貸借対照表に関する注記】 

 有形固定資産の減価償却累計額 

  器具備品   240 千円 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

 当事業年度における発行済株式数の総数 普通株式 100 株 

【その他の注記】 

 該当事項はありません。 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 該当事項はありません。 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除

く。）の取得価額、時価及び評価損益 

 該当事項はありません。 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

 該当事項はありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

 当社は、平成 31年 3月期（平成 30年 4月 24 日から平成 31 年 3 月 31 日まで）の貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて、会計監査人による監査を受けておりません。 

 なお、令和元年 5月 28 日定時株主総会において有限責任監査法人トーマツを会計監査

人として選任し、令和元年 6月 3日に就任いたしました。 
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Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

 当事業年度は、開業前の準備期間であり内部管理部門の組織、部署別の業務分掌を定

める前のため、当事業年度における内部管理体制に関する記載事項はありません。 

 

２．分別管理等の状況 

(1)金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

当事業年度末における該当事項はありません。 

② 有価証券の分別管理の状況 

当事業年度末における該当事項はありません。 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

当事業年度末における該当事項はありません。 

 

(2)金融商品取引法第 43条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

当事業年度末における該当事項はありません。 

 

(3)金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理の状況 

当事業年度末における該当事項はありません。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

  該当事項はありません。 

 

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

  該当事項はありません。 
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Ⅵ．当社の概況及び組織に関する追記事項 

 

 2～4 ページ記載の「Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項」について、営業開始日であ

る令和元年 6月 3日現在の状況は次のとおりです。 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1)会社の沿革 

（令和元年 6月 3日現在） 

年  月 沿  革 

平成 30 年 4 月 会社設立（資本金 50 百万円） 

平成 31 年 3 月 金融商品取引業者として登録 

令和元年 5月 日本証券業協会へ加入 

令和元年 6月 

資本金を 30 億円に増資、東海東京証券株式会社より岐阜支

店、大垣支店、多治見支店、多治見支店中津川営業所を分

割承継 

 

(2)経営の組織 

（令和元年 6月 3日現在） 

営

業

統

括

部

中

津

川

支

店

多

治

見

支

店

大

垣

支

店

営

業

本

部

本

店

営

業

部

企

画

総

務

部

商

品

統

括

部

管

理

本

部

監

査

部

業

務

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

部

経 営 会 議

代 表 取 締 役 社 長

監 査 役 会 取 締 役 会

株 主 総 会
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（令和元年 6月 3日現在） 

氏名または名称 保有株式数 割合 

 

１．株式会社十六銀行 

株 

5,400 

％ 

60.00 

２．東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 3,600 40.00 

計 ２ 名 9,000 100.00 

 

５．役員の氏名又は名称 

（令和元年 6月 3日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 太田  裕之 有 常 勤 

代表取締役副社長 大蔵  康雄 有 常 勤 

取締役営業本部長 尾畑  吉則 無 常 勤 

監 査 役 五島  佐富 － 常 勤 

監 査 役 佐々木 彰憲 － 非常勤 

監 査 役 伴  雄司 － 非常勤 

（注）監査役のうち、佐々木彰憲氏、伴雄司氏は会社法第 2条第 16号に定める社外監査

役であります。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長

その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代

行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

（令和元年 6月 3日現在） 

氏 名 役職名 

加藤  守 執行役員管理本部長（内部管理統括責任者） 

水野 弘章 業務コンプライアンス部長 

横山  剛 監査部長 
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８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（令和元年 6月 3日現在） 

名 称 所在地 

本  店 〒500-8833 岐阜県岐阜市神田町七丁目 12番地 

本店営業部 〒500-8833 岐阜県岐阜市神田町九丁目 27番地 

大 垣 支 店 〒503-0901 岐阜県大垣市高屋町一丁目 26番地 

多治見支店 〒507-0033 岐阜県多治見市本町三丁目 101 番地の 1 

中津川支店 〒508-0033 岐阜県中津川市太田町二丁目 4番 6号 

 

９．他に行っている事業の種類 

 ・保険業法第 2条第 26項に規定する保険募集に係る業務 

 ・金融商品取引法第35条第2項第7号に規定する顧客に対し他の事業者の紹介を行う業務 

  

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

 当社は、営業開始日（令和元年 6 月 3 日）現在において、下表のとおり業務の種別毎

に苦情処理・紛争解決手続を実施するための措置を講じています。 

（令和元年 6月 3日現在） 

業務の種別 苦情処理措置及び紛争解決措置 

特定第一種金融商品取引

業務 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談セン

ター（FINMAC）と手続実施基本契約を締結する措置 

特定投資助言・代理業務 

［苦情処理措置］ 

業務運営体制及び社内規則を整備する措置 

［紛争解決措置］ 

岐阜県弁護士会示談あっせんセンターと協定書を締結

する措置 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

 日本証券業協会  令和元年 5月 8日加入 

 

以 上 


